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研究成果の概要（和文）： 

日本ではこれまで女性漁業者のほとんどが自営漁業従事者であった。しかしながら、近年の
漁業者の減少のなかで、フランスのような漁業経営の女子継承は見られないものの、雇われ漁
業者と自発的な就業選択としての漁業着業者の存在が高まった。漁業のあり方を大きく変えう
る漁業参入の規制緩和策や資源管理方策の変化は、EU においても女性が存在する小規模漁業
経営体から支持されていない。今後も世界の漁業女性研究を今回築かれた産業研究の視点で進
めていくことが必要と考えられる。 

 

研究成果の概要（英文）： 
In Japan, Almost of female fisher have been engaged in the self-management fishery   

Although woman succession of fishery management like France was not seen,  in 
heavy  reduction of  fishers  in recent years, female employed fisher and female 
started  fishery as spontaneous job selection  raised existence . 
Change of the deregulation measure of fishery entry, or a resource control policy which  
can change the state of a fishing a lot  is not supported from the small-scale fishery 
managements  in which  women exist also in EU. It is required to advance fishery 
female research in the world from the viewpoint of the industrial research built this 
time. 
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１．研究開始当初の背景 

（１）水産業における女性労働は沿岸小規模
漁業・養殖業の家族経営に多くみられ、海上
作業だけでなくこれまで多様な水産物の加

工・流通や経営管理などの陸上作業にも役割
を発揮してきた。しかしながら、減少しつつ
ある男性漁業者の減少を補うような女性漁
業者の増加はほとんど示されていない。 
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（２）近年、グローバル化が進展し、世界的
に大規模経営体による漁業生産や加工・流通
の展開、それに伴う資源管理方法の変更の検
討、外国人労働力の行来などが示されている。 

 

（３）近年の新自由主義的な日本の政策の方
向性のなかで、企業参入に典型に示される農
業の規制緩和策と同様に、漁業における規制
緩和策とそれに併せた欧米の資源管理方法
の導入が主張され始めた。それにより、これ
までの地域に暮らす漁業者の漁場の共同利
用による漁業生産と自主的資源管理のあり
方が問われた。 

 

２．研究の目的 

グローバル化等により大規模経営が展開
すると、一般的には小規模自営業が崩壊し、
そこで働いていた女性家族労働力は自営業
から退出し被雇用者となり、「雇用の女性化」
が進むことがいわれているが、今後、水産業
における女性労働はどのような方向に進む
のだろうか。 

日本と同じ先進国であり小規模漁業を行
っている EU の国も対象として水産業におけ
る女性労働の特徴を抽出し、今後の日本の水
産業と女性労働力を展望することを目的と
した。 

 

３．研究の方法 

（１）国内水産業における労働力全体の変化
とそのなかでの女性労働力の変化の傾向を
主に漁業センサス統計の分析から抽出し、そ
の詳細と変化の要因を実態調査から明らか
にした。併せて水産施策も把握した。 
（２）水産業における女性労働の状況と政策
について、日本と同じ先進国である EU での
実態調査と研究者とのディスカッションを
通して把握した。並行的に漁業における女性
に関する海外文献の読み込みと分析を行っ
た。 
 
４．研究成果 
（１）国内水産業における労働力と政策 
１）男性漁業者の変化とその要因 
近年、男性漁業者は減少し高齢化が顕著で

ある。それへの政策的対応として、漁業外部
からの Iターンや Uターン対策が講じられて
いるが、必ずしも定着率はよくない。また、
全国的な少子化傾向と同様に漁家でも少子
化が進んでおり、人口学的見地からは男子継
承を基本とする漁家の継承は将来的には困
難になり、漁業経営体及び男子漁業者が減少
するのは明らかである。 
 
２）女性漁業者の変化とその要因 
 一般社会では、労働力不足に対して女性労

働力の活用を進めようとしているが、漁業に
おいては、そのような政策はなく実際にもそ
の方向には進んでいない。 
 
①� 自営漁業の海上作業 
 日本においては、従来、漁業経営の女子継
承や女性の漁業技術習得の機会はほとんど
なく、女性の海上作業の多くは結婚後に家族
メンバーとして家業の漁業に関わるという
ものであった。そのため、女性の漁業従事は、
夫婦操業か家族複数人での海上作業か陸上
作業であった。単身の海上作業者も少なくな
いが、兼業的な静穏海域での小規模な採貝採
藻漁業が中心であった。 
 これら自営漁業における女性の海上作業
者数は、男性漁業者の引退による漁業廃業や、
高齢化による体力の衰えや魚価低迷による
労働意欲の減退を理由とした引退などによ
り減少傾向にあるが、後継者を見込める漁船
トン数規模の大きい漁船漁業の夫婦操業や
養殖業での家族複数人操業の場合は比較的
残存している。 
（夫婦操業の女性漁業者の減少の事例） 
1970 年代から夫婦操業が典型操業パター

ンであった大分県のタチウオ漁では、夫婦操
業は船上作業の効率性の高さや家族労働力
ゆえに人件費を圧縮できることが漁業所得
の高さに結びつき、近年まで継続してきた。
しかしながら、2000 年代のタチウオ資源の減
少やリーマンショック後の韓国への輸出の
減退等により、女性のタチウオ漁の海上作業
従事の条件が失われつつある。現在、男子 1
人操業など省人化の模索が行われている。 
 
②雇われ漁業の海上作業 
 男性と比べ女性の雇われ漁業者は少ない
ものの、真珠養殖・ノリ養殖などでは女性の
雇われ漁業者数は大きくは減少しておらず、
一部男性漁業者を女性に代替する動きが生
じていると推察される。また、都市に近い地
区では、数は多くはないものの、若年女性の
就業選択のひとつとしての漁業雇われも見
られている。 
 
③陸上作業従事者の減少 
漁業労働は海上作業が基幹的労働である

ものの、その前後の陸上作業が不可欠な漁業
が少なくない。漁船漁業では漁具準備に時間
がかかる延縄漁業や漁獲物の網外し作業が
必要な刺網漁業などであり、養殖業ではカキ
むき作業が必要なカキ養殖が典型である。こ
のような陸上作業はこれまで主に地域の中
高年女性によって担われてきたが、現在、地
域住民の高齢化によりその担い手が減少し
ている。そのため、陸上作業の省人化・省力
化の模索や外国人技能実習生の導入が行わ
れている。外国人技能実習生については、か



 

 

つては短期間に高収入を得たいという動機
の実習生が主であったが、近年は派遣元であ
る中国の水産関係者が国際ビジネスの展開
上、必要な技術の習得を狙いとした派遣も含
まれてきたという変化が示されている。 
 
④加工・流通に関わる活動 
 女性の海上作業者数が減少する一方で、付
加価値型生産を目指した水産物の加工や販
売を行う動きが、漁家の個人レベルや地区の
グループレベルで見られるようになった。 
 
３）水産政策 

2010 年前後にいったん終息したようにみ
えた漁業の規制緩和論や欧米流の資源管理
方策の導入論は、2011 年の東日本大震災後の
復興議論のなかで「水産特区」の設定という
形で復活した。 
 
（２）海外の水産業における女性労働の実態 
日本の漁業就業者統計に匹敵する EU の漁

業者に関する統計データはなく、また、「漁
業における女性」に関する文献資料はジェン
ダーや文化人類学的な視点のものが中心で
産業的視点のものはほとんどない。 

EU のなかで比較的、女性漁業者が存在して
いるのは、沿岸小規模漁業が存在しているフ
ランス・ポルトガル・スペインなどである。
そのなかでフランスを対象として調査を実
施した。 
 
１）女性の漁業従事 
フランスでも、女性漁業者数は決して多く

はなく、日本と同様に海上作業は静穏海域に
限定されていたが、日本と明らかに異なるの
は家族経営の女子継承も一定程度存在して
いた点である。また、新規参入希望者に対応
した漁業参入認定制度を利用して、女性が自
由な就業選択先として漁業を選ぶケースも
ある。以下のような事例が示された。①カキ
養殖経営を娘が父親から継承し、彼女の夫は
雇用者として関与する、あるいは漁業に関与
せず他産業従事するという両方のケース。②
漁船漁業経営を娘が父親から継承し、雇用し
た女性と 2人で海上作業を行うケース。③漁
業参入認定制度を利用し、漁業研修コースを
受講し試験をパスして漁業者になったケー
ス。漁業と家事・育児との両立のあり方につ
いては、すべてのケースで女性たちは様々模
索していた。 
 
２）カキ養殖業 
①女性の取り組み 
フランスのカキ養殖は 2009 年の大量斃死

問題の発生以降、出荷量が減少しカキ価格は
上昇したが、カキ養殖経営体数は明らかに減
少した。そのなかで残存経営体に占める女性

経営者の割合は上昇しているという。 
女性経営者の多くが、天然種苗であること

を特徴としたブランド形成等の付加価値生
産や、直売所での販売など新たな販路の開拓、
体験型の観光カキ養殖、副業としての海藻養
殖などの試みを行っていた。 
 
②漁場利用の方式 
フランスでは、カキ養殖漁場の把握は行政

が行っているものの、コンセッションといわ
れる漁場の使用権は個人間で売買され日本
の漁協の平等主義的な漁場配分の方式と大
きく異なる。しかしながら、近年、一部では
日本のような漁協管理方式を志向する地域
も出現している。 
 
３）EU の共通漁業政策と女性 
 EU の共通漁業政策は 10 年に 1度見直しが
行われ、近年は資源管理方策として ITQ( 
Individual Transferrable Quota:譲渡可能
個別割当)の導入が議論されている。EU 内の
漁業女性によるネットワーク組織は、ITQ は
資金力のある大規模漁業が権利を買い集め、
女性が存在している小規模漁業者が不利に
なることを危惧している。 
 
（３）まとめ 
１）将来的に日本の漁業者数は減少し、女性
漁業者数も減少することは確実とみられる
が、現在、①規模が比較的大きく後継者が存
在している経営体においては、夫婦操業や複
数人の操業という形で女性が重要な家族労
働力として存在している、②女性の雇われ漁
業者数は比較的維持され、なかには若年者の
自由な就業選択としての雇われ漁業者も出
現し、従来の家業従事の面が強かった漁業に
おける女性労働力のあり方から若干転換し
ている面がある。今後、フランスにおいて示
された①家族経営の女子継承や、②就業選択
の一つとしての漁業選択やそのための制度
整備が、女性の活用が課題となっている日本
社会のなかで進展する可能性について検討
したい。 
 
２）ITQ に顕著な欧米の資源管理のあり方を
根拠に、日本の漁業管理のあり方と漁業制度
を変化させようとする規制緩和の方向性が
議論されているが、資源管理をめぐる EU 内
の意見は必ずしも一枚岩ではない。特に小規
模漁業において存在してきた女性からは、資
源管理を含めた漁業政策は漁業構造の特性
とそれを反映した漁業地区社会の有り様と
対応させて慎重に検討すべきという意見が
示されている。 
 
３）ジェンダー研究や文化人類学研究等とし
て行われることが多かった海外の「漁業にお



 

 

ける女性」研究を日本の産業研究の視点に乗
せ、世界の水産業という同じ土俵で海外の水
産業をみていく視点の土台が形成された。ま
た、実態調査を通じて国際的な研究の連携体
制を構築することができ、今後、さらに共通
認識を深め研究を深化させていくことが課
題である。 
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国内外の別： 
 
 
〔その他〕 
ホームページ等 
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